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Summary 
The author analyzed former firewood-charcoal forest management in the 1980's (Yamagata vilage， 
Iwate pref.) and concluded as follows ; 
Five large scale managements have been hovering of management because of the labor power shor-
tage and the low price of domestic wood. Their labor power have been house-hold labour power， but 
employment labor power is major today. U se of the labor power was restricted to the place of better 
condition on a management. But， in the case of that condition on management is worse， contract of its 
business is advanced. 
Unity on afforestation and a deforestation has been broken up today， and desolation of broadleaf 
tree resources has made a progress. 
A main-primary factor on a decrease like this of leaf treeresources is fOI・ aresources arrangmg 
plan of our natωnal paper pulp capital. 
key words : Large forest management， House-hold labor power， Management insiding， Broadleaf tree 



















































































































年 度 1981 1982 1983 1984 
来志 数 247 253 241 223 
再 造 林 O 6 l 1 
拡 大 1、E旦K 林 247 247 240 222 
大山林経営合計 186 208 155 145 





























haから 9l.9 haに28%減少， Bでは 184.28haから
138.0 haに25%減少， cでは 105.74haから 53haに






1985 1986 1987 1988 1989 1990 
232 212 176 134 124 123 
25 17 1 l 2 12 
207 195 175 133 122 111 
135 157 124 92 72 61 







積は， 全体では前期の 74.51haから後期の 65.88haと
12%の減少であったが，Aでは 0.17haから 14.1haと
大きく増加した. Bでは 39.41haから30.85haと22%
減少し， cでは 6.21haから 0.5haと91%に大き く減





443.42 haに減少したが，その率は 1%未満であり， 大
経営の各種生産活動のなかでも最も減少率が少なかった
部門である.Aは49.00haから 93.20haと90%大き く
増加し， Bも151.71haから 214.86haと42%大き く増
加した.cは 109.33haから 23.85haに78%減少し
Dは30.0haから 13.25haに56%減少し Eは 105.74
haから98.26haに7%減少した.こうして，保育にお
いても新植と同様の傾向がうかがえるのである.











(単位 :ha， %) 
大山林 年度 所有面積 借入面積 貸付面積 保有面積
経営 内分収林 内分収林 その他
増減 公団 公社 県行 その他
地冗部落 個人
A 1986 2557 。 。 1066 1066 。 375 681 10 10 。 。 1491 
100.0 。 0.0 41.7 41. 7 0.0 14.7 26.6 0.4 0.4 。 0.0 58.3 
1990 2557 。 。 1502 1502 47 764 681 。 10 。 。 1055 
100.0 。 0.0 58.7 58.7 1.8 29.9 26.6 0.4 0.4 0.0 0.0 41.3 
増減 0.0 。 0.0 17.1 17.1 1.8 15.2 。 0.0 。 0.0 0.0 企 17.1
B 1986 2240 。 。 470 470 。 210 260 。 。 。 。 1770 
100.0 。 。 21.0 21.0 0.0 9.4 11.6 。 0.0 。 0.0 79.0 
1990 2677 。 。 493 493 。 218 275 。 。 。 。 2184 
100.0 。 0.0 18.4 18.4 0.0 8.1 10.3 0.4 。 。 0.0 81.6 
増減 。 。 0.0 ..2.6 ..2.6 0.0 血1.2 ..1.3 0.4 。 0.0 0.0 2.6 
C 1986 2176 。 。 1000 800 195 40 565 。 。 。 200 1176 
100.0 。 0.0 46.0 36.8 9.0 1.8 26.0 0.0 。 0.0 9.2 54.0 
1990 2176 。 。 1089 1089 193 41 655 。 。 。 200 1087 
100.0 。。 0.0 50.0 50.0 8.9 1.9 30.1 0.4 。 0.0 9.2 50.0 
増減 。 0.0 0.0 4.1 13.3 ..0.1 。 4.1 0.4 。 0.0 。 血4.1
D 1986 1135 。 。 727 727 98 422 207 。 。 。 。 408 
100.0 0.0 0.0 64.1 64.1 8.6 37.2 18.2. 0.0 。 0.0 。 35.9 
1990 1135 。 。 756 756 98 424 234 。 。 。 。 379 
100.0 0.0 。 66.6 66.6 8.6 37.4 20.6 0.4 。 0.0 。 33.4 
増減 。 0.0 。 2.6 2.6 。 0.2 2.4 0.4 。 0.0 。 企2.6
E 1986 679 。 。 130 130 。 47 83 。 。 。 。 549 
100.0 0.0 。 19.1 19.1 。 6.9 12.2 。 。 。 。 80.9 
1990 752 。 。 146 146 。 47 99 。 。 。 。 606 
100.0 0.0 。 19.4 19.4 。 6.3 13.2 0.4 0.0 。 。 80.6 
増減 。 。 。 0.3 0.3 。 ..0.7 0.9 0.4 0.0 。 0.0 ..0.3 
合計 1986 8787 。 。 3393 3193 293 1094 1796 10 10 。 200 5394 
100.0 。 。 38.6 36.3 3.3 12.5 20.4 0.1 0.1 。 2.3 61.4 
1990 9297 。 。 3986 3986 338 1494 1944 。 10 。 200 5311 
100.0 。 。 42.9 42.9 3.6 16.1 20.9 。 0.1 。 2.2 57.1 
増減 0.0 。 。 4.3 6.5 0.3 3.6 0.5 ..0.1 。 。 ..0.1 企4.3
資料大山林経営個別調査から作成
たとお りである.大山林経営の所有面積は，B経営の約 以上の経営はDの66.6%，Aの58.7%，Cの50.0%の3
400 ha， E経営の 70haの規模拡大により，全体として 経営であり，これらの経営での機関造林の導入は顕著で
1986年の 8，787haから1990年の 9，297haへと拡大する ある.一方， Bでは貸付山林面積率は18.4%と所有規模
こととなった 拡大により低下し， Eでも19.4%と進捗率は低い.
こうしたなかで， まず，貸付山林7)面積率をみると D (林野所有面積 1，135ha， 1986年の人工林率48%)
5経営の平均は， 1986年の38.6%から1990年の42.9%に は分収林に出す割合は最高であるが，その所有面積に対
増加した.したがって，保有山林のウエイトも61.4%か する割合は公社造林 (37.4%)，県行造林 (20.6%)，公




しいことにも示されるように，貸付山林の増加は土地経 どによる.なお， 1969年から76年にかけて入会地 981
営の規模縮小であるとともに，逆に林業事業体(資本)と haを入会林野近代化事業等によ り地元集落 (100戸)に
しての経営規模拡大であった. 解放したことに加え， 200haに達する地元集落との部
A (所有山林面積 2，557ha， 1986年の人工林率52%) 分林は，単なる分収林というより，広い意味での入会聞
は貸付山林のうち，県行造林が横ばい状態であるのに対 題の一環としての性格をもつものである.また， cは村
し，公社造林は1986年から90年の 5年間で 400haも増 内で最大の日本短角牛生産農家でもある.
加し， 15.2ポイントも増加して29.9%を占めている.所 つぎに，貸付山林率が平均より低い所有のうち，まず，
有する山林は比較的里山が多く奥地林が少ないため，奥 B (所有林野面積 2，776ha， 1986年の人工林率26%)
地水源林を対象とする公団造林は， 1986年以降わずかに は5つの所有のなかでも最も低い人工林率に示されるよ




c (所有林野面積 2，176ha， 1986年の人工林率33%) きた.したがって，県行造林は10.3%，公社造林は8.1%
は Dと同様に貸付山林の大半を県行造林 (30.1%)が にしかすぎない.
占め， 4.1ポイントの増加を示したが，他の機関造林に 最後に，貸付山林率の最も低い，つまり保有面積率の
は大きな変化がなかった.Aと異なり公団造林のウェイ 高い E (所有山林面積 752ha， 1986年の人工林率46%)
トが高いことは，奥地林が多いこと，直用に近い労働組 は，県行造林 (13.2%)，公社造林 (6.3%) の}IJ頁で，貸
織を抱え，その労働組織が県行造林，公団造林の下請け 付山林率は2割に満たないが この理由はEが直営伐採
組織としても機能し得たこと， 一方で公社の実質的な下 を基本として，素材生産の一貫経営を「家族経営J (家
表-3 大山林経営と農地所有
(単位:a) 
大山林 年度 水田 ;畑地 放牧地 樹闘地 原野 合計
経営 面積 内生産 面積 普通畑 牧草畑 飼料畑 放牧・ (専用) 面積 面積 内草刈
増減 調整 採草地 面積 等未利
用地
A 1986 100 60 600 300 200 。100 300 。400 300 1400 
1990 100 40 570 120 150 。300 300 。400 200 1370 
増減 。企 20 企 30 企 180 "'50 。200 。 。 。"'100 企 30
B 1986 120 20 870 70 。200 600 200 。 。 。1190 
1990 120 70 820 50 70 200 500 300 。 。 。1240 
増減 。 50 "'50 "'20 70 。"'100 100 。 。 。 50 
C 1986 200 200 1010 10 。800 200 。 。100 100 1310 
1990 150 150 1120 20 。800 300 。 。100 。1370 
増減 "'50 "'50 110 10 。 。100 。 。 。"'100 60 
D 1986 60 30 280 80 200 。 。 。 。1500 750 1840 
1990 60 40 280 80 200 。。 。 。1200 500 1540 
増減 。 10 。 。 。 。 。 。 。企 300 "'250 "'300 
E 1986 80 45 145 30 70 45 。110 。1000 950 1335 
1990 80 50 145 30 70 45 。110 。1000 900 1335 
増減 。 5 。 。 。 。 。 。 。 。"'50 。
合計 1986 560 355 2905 490 470 1045 900 610 。3000 2100 7075 
1990 510 350 2935 300 490 1045 1100 710 。2700 1600 6855 
増減 "'50 企5 30 "'190 20 。200 100 。"'300 "'500 "'220 
資料:表 2に同じ.
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族労働を主体に，不足部分を雇用労働に依存)で行って 大きな変化はない. しかし， Aでは，林業収入拡大に基



























大経 総収入の伸び 総支出の伸ぴ 剰余率(A) (%) 
山 (1982年=100) (1982年=100) (総収入一総支出/総支出)
林営 1982 1984 1986 1988 1990 1982 1984 1986 1988 1990 1982 1984 1986 1988 1990 
A 100 121 96 108 127 100 121 98 105 126 9.0 9.0 7.6 11.1 9.9 
B 100 93 108 74 85 100 93 107 77 87 7.6 8.2 8.4 4.3 6.0 
C 100 279 230 212 225 100 280 240 219 237 11.4 10.9 6.7 7.7 6.1 
D 100 253 114 113 58 100 556 134 89 90 62.2 血26.1 38.5 106.9 5.1 
E 100 54 61 43 51 100 51 61 44 53 6.7 12.0 6.8 3.8 2.9 
合計 100 147 115 101 101 100 177 119 98 110 15.3 ..4.6 11.9 18.7 6.3 
大経 家計費充足率(垢)
山 林業(B) (林業収入/総支出) 農業(C) (農業収入/総支出) 農林外(D) (農林外収入/総支出)
林営 1982 1984 1986 1988 1990 1982 1984 1986 1988 1990 1982 1984 1986 1988 1990 
A 44.9 50.3 36.4 39.3 31. 7 50.8 45.2 54.4 45.9 48.4 13.3 13.5 16.8 25.9 29.8 
B 83.3 79.5 87.1 44.7 38.5 7.6 10.8 5.8 16.1 12.6 16.7 17.9 15.6 43.5 54.9 
C 20.8 22.3 6.0 11.5 7.1 56.5 57.4 62.3 58.6 60.1 34.2 31.1 38.3 37.6 38.9 
D 116.3 64.2 92.4 137.9 17.6 13.3 2.8 11. 5 20.7 23.9 32.7 7.0 34.7 48.3 63.6 
E 91.2 80.1 77.2 34.1 25.8 6.9 14.1 12.1 30.9 23.4 8.6 17.8 17.5 38.9 53.6 
合計 72.9 55.1 52.5 41.1 22.2 23.5 23.9 33.0 39.4 39.0 18.9 16.4 26.4 38.1 45.1 
大経 林業収益率 (E) (%) 5ヶ年平均
山 ((林業収入ー林業支出)/林業支出)
林営 1982 1984 1986 1988 1990 (A) (B) (C) (D) (E) 
A 144.7 66.0 血7.5 253.3 96.2 9.4 40.5 48.7 20.2 77.3 
B 178.7 135.9 184.1 16.5 29.6 7.1 68.7 10.2 28.3 113.2 
C 48.6 165.3 291.3 152.0 98.1 8.3 13.0 59.3 36.0 133.9 
D 5.600.0 8.650.0 4.740.0 1.500.0 21.1 7.1 75.9 8.6 22.5 2.401. 7 
E 115.0 41.4 50.8 31.3 54.3 6.5 67.3 15.4 23.9 69.2 
合計 191.4 264.9 153.5 156.3 52.6 7.7 49.3 30.9 27.5 175.4 
資料表 2に同じ
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山 期間 直接労働 森林組合 業者に 手伝い 従事日数
林 年平均 家族労働 雇用労働 の作業班 請け負 結い，
経 わせ その他
営 増滅 従事者数 従事日数 従事者数 従事日数 従事日数 従事日数 従事日数 メEL3 計
A 1982-85 3.3 488 4.0 825 166 。 50 1，469 
1986-90 4.0 696 6.0 564 61 O 29 1，350 
増減 0.8 209 2.0 "'261 "'45 。 企 21 "'119 
B 1982-85 1.0 165 5.0 935 321 。 50 1，471 
1986-90 1.0 180 4.4 720 241 O 34 1，175 
増減 0.0 15 企0.6 企 215 企 79 O "'16 "'295 
C 1982-85 1.0 200 1.8 160 539 O 30 929 
1986-90 1.0 122 2.0 89 80 O 19 310 
増減 0.0 企78 0.3 企 71 企 458 O 企 11 企 618
D 1982-85 2.0 150 2.5 105 O O O 255 
1986-90 1.2 79 2.4 81 23 。 O 183 
増減 企0.8 企71 "'0.1 "'24 23 。 O "'72 
E 1982-85 3.0 600 3.3 633 305 。 19 1，556 
1986-90 2.6 440 2.4 259 205 O 14 918 
増減 "'0.4 企 160 企0.9 "'374 "'100 O "'5 "'638 
-@ 込 1982-85 10.3 1，442 17.0 2，507 1，097 2 130 5，170 
1986-90 9.8 1，517 17.2 1，713 611 。 96 3，936 
言十 増減 企0.4 76 0.2 企 794 "'486 企2 "'34 "'1，234 
大 構成比例)
山 期間 直接労働 森林組合 業者に 手伝い 従事日数
林 年平均 家族労働 雇用労働 の作業班 請け負 結い，
経 わせ その他
営 増減 従事者数 従事日数 従事者数 従事日数 従事日数 従事日数 従事日数 15コ、 計
A 1982-85 33.2 56.2 7.2 0.0 3.4 100.0 
1986-90 51.6 41.8 4.5 0.0 2.1 100.0 
増減 18.4 "'14.4 "'2.7 0.0 "'1.3 0.0 
B 1982-85 11.2 63.6 21.8 0.0 3.4 100.0 
1986-90 15.3 61.3 20.5 0.0 2.9 100.0 
増減 4.1 企 2.3 "'1.3 0.0 "'0.5 0.0 
C 1982-85 21.5 17.2 58.0 0.0 3.2 100.0 
1986-90 39.3 28.7 25.9 0.0 6.1 100.0 
増 減 17.8 11.4 "'32.1 0.0 2.9 0.0 
D 1982-85 58.8 41.2 0.0 0.0 0.0 100.0 
1986-90 43.3 44.4 12.4 0.0 0.0 100.0 
増減 "'15.6 3.2 12.4 0.0 0.0 0.0 
E 1982-85 38.6 40.6 19.6 0.0 1.2 100.0 
1986-90 47.9 28.2 22.4 0.0 1.5 100.0 
増減 9.4 "'12.5 2.8 0.0 0.3 0.0 
~込3 1982-85 27.9 48.5 21.2 0.0 2.5 100.0 
1986-90 38.5 43.5 15.5 0.0 2.4 100.0 




























































































1986年の世帯収入(万円) 地域での政治的位置 労働力統括者と 森林 土地経営の方針
山 自己山林 機関造 林
しての機能(県 計画 . 林林 森 農地 ・その他
世帯主 後継者 行造林監視員) 造 # 伐 採 の種
経 保有山林 将来的な
合計 林章 島章 農林外 類別 施聾方法
世 世帯主 桂継者 直営 下請先等 直営 下筒先棒 直営 公社公団 規模 経営形態




B I 2.440 1.960 I却 350 村会議長 O (1章者) (1章者) 世帯主 1章者 国共 畏伐期大 現状維持 画人経営
径材
戸石
C 1 3.2田 180 1，870 1，150 農協理事 村畏 団共 長伐期大 現状維持 個人経営 観光開費，
(]章者) l章者 径材，広 大規模畜産
葉樹生産
D I 1，815 1，210 150 455 村議 O O (1難者) ピコ 国共 短伐期ー 現状維持 個人経営森林組合 般用材長











































































手県山形村の広葉樹資源問題 J r林業経済JNo.491， 
1989年9月.
7)分収林は，土地所有者と造林者の「共同経営論」に
える恐れがあると指摘しているJ (中略)rいずれもーカ 立つことにより， 貸付山林とは異なるが，本報告では擬
所あたりめ伐採面積が大きく，架線集材や重機による木 制的な 「共同経営論」には立たないため，貸付山林とす
材の搬出方法が不適切といった問題点があるJ (後略) る.なお r共同経営論」と分収林である 「機関造林の
2). r以上，後発林業地と しての北上山系の林業と高宮 拡大が所有への純化である」という対照的な 2つの論理
家の森林経営をみてきた.同地域の森林の多く はパル の評価はここではおく ことにするが，土地所有者が造林
プ・チップ資本の跳梁の場になっており 林家は所有す 者の下請けとして自己山林に機関造林を行い，その後の
る広葉樹林を放置しでも20-30年に一度はそれな りに値 管理を委託された場合(三者契約)，つまり実際上の経
がつく立木市場が形成されて きたJ (遠藤日雄「大規模 営が行われている場合も，名目上は単なる土地所有者と
林家の経営動向」船越昭二編著 「転換期の東北林業・山 され，統計上は決して保有山林とは取り扱われないとい





え，人工林化はペースを落と しているが， 前生樹の伐採 クブック中小企業論』有斐閣，1983年10月， 44頁)
はかなり の量になっているし，人工林化が不採算のとこ
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